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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第53期

第２四半期
連結累計期間

第54期
第２四半期
連結累計期間

第53期

会計期間
自　平成26年７月１日

至　平成26年12月31日

自　平成27年７月１日

至　平成27年12月31日

自　平成26年７月１日

至　平成27年６月30日

売上高 （千円） 6,958,245 6,973,484 13,703,584

経常利益 （千円） 502,281 405,502 856,573

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（千円） 251,539 293,232 516,400

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 435,478 84,469 961,537

純資産額 （千円） 7,199,334 7,661,986 7,691,614

総資産額 （千円） 14,596,238 14,548,429 14,194,845

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 99.44 115.82 204.14

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 49.3 52.7 54.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 256,564 762,960 728,615

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 77,993 △214,271 △260,617

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 420,562 423,855 △737,270

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（千円） 3,895,273 3,810,734 2,942,421
 

 

回次
第53期

第２四半期
連結会計期間

第54期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年10月１日

至　平成26年12月31日

自　平成27年10月１日

至　平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 59.51 48.28
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第53期第２四半期連結累計期間及び第53期は希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、第54期第２四半期連結累計期間は潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業の設備投資や個人消費の回復を背景に、企業収益や個人

所得に改善が見られ、景気は緩やかな回復基調にありました。しかしながら、アセアン諸国等新興国の経済成長の

先行きに懸念が広がり、原油価格の下落や中国経済の減速等による株価の乱高下が続く等、依然として先行きが不

透明な状況で推移いたしました。

当社グループの主要得意先であります自動車部品業界におきましては、北米では堅調に推移いたしましたが、日

本国内においては、軽自動車税の増税により、軽自動車を中心に販売台数は減少し、タイ・中国などの新興国につ

きましても景気減速の影響等により、製造・販売ともに減少傾向となりました。

このような経営環境の中、当社グループでは対処すべき課題であります①コーポレートガバナンスの強化、②品

質向上に資する品質管理体制強化、③海外子会社の管理体制強化、④海外人財の育成・強化、に取り組んでまいり

ました。

この結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの売上高につきましては、日本国内では減収となる

ものの、米国及び中国での売上増加等により、売上高は69億73百万円（前年同期比0.2％増）となりました。一方

利益面につきましては、グループ全社を挙げての原価低減活動を行ったものの、製造原価の増加等により、営業利

益は３億71百万円(前年同期比14.1％減)となりました。また、経常利益は４億５百万円(前年同期比19.3％減)、親

会社株主に帰属する四半期純利益は２億93百万円(前年同期比16.6％増)となりました。

 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

①日本

軽自動車税の増税の影響等により、国内生産は減少傾向にあり、売上高は54億31百万円（前年同期比4.7％

減）となりました。一方利益面につきましては、減収による売上総利益の減少及び諸経費の増加等により、営業

利益は１億６百万円（前年同期比50.2％減）となりました。

②米国

好調な北米景気状況を背景に、新規製品の受注増加等により、売上高は６億13百万円（前年同期比40.9％増）

となりました。一方利益面につきましても、受注増加による売上総利益の増加及び経費削減効果等により、営業

利益は52百万円（前年同期比55.5％増）となりました。

③タイ

景気減速の影響によるタイ国内生産の減少の影響もあり、売上高は11億73百万円（前年同期比1.0％減）とな

りました。一方利益面につきましても減収要因等により、営業利益は１億５百万円(前年同期比1.8％減)となり

ました。

④中国

日系自動車メーカーの販売台数増加に伴う新規受注の増加等により、売上高は２億69百万円（前年同期比

70.8％増）となりました。一方利益面につきましても、増収要因等により、営業利益は32百万円(前年同期は０

百万円の営業損失)となりました。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ８億68百万円増加し、38

億10百万円（前年同期比2.2％減）となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益４億５百万円、減価償却費２億13百万円、売

上債権の減少額１億20百万円、たな卸資産の減少額２億32百万円等による資金増があり、一方で未払金の減少額１

億14百万円、仕入債務の減少額90百万円、法人税等の支払額68百万円等による資金減により、７億62百万円の収入

（前年同期比197.4％増）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入96百万円、有形固定資産の売却による収入57

百万円等の資金増があり、一方で有形固定資産の取得による支出２億97百万円等による資金減により、２億14百万

円の支出（前年同期は77百万円の収入）となりました。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入４億円、社債の発行による収入４億92百万円等の

資金増があり、一方で長期借入金の返済による支出３億63百万円、配当金の支払額１億13百万円、社債の償還によ

る支出21百万円等による資金減により、４億23百万円の収入（前年同期比0.8％増）となりました。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,652,020 2,652,020
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株で
あります。

計 2,652,020 2,652,020 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

－ 2,652,020 － 405,900 － 604,430
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(6) 【大株主の状況】

平成27年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

野田　純一 愛知県瀬戸市 440 16.59

名古屋中小企業投資育成株式会社 名古屋市中村区名駅南一丁目16番30号 400 15.08

シロキ工業株式会社 神奈川県藤沢市桐原町２番地 200 7.54

箕浦　幹彦 名古屋市守山区 116 4.40

村瀬　昭三 三重県松阪市 72 2.71

村瀬　智子 三重県松阪市 70 2.63

三ツ知社員持株会 名古屋市守山区薮田町510番地 65 2.48

村瀬　修 愛知県瀬戸市 60 2.28

田中　訓江 東京都品川区 57 2.15

中川　紀代枝 東京都品川区 53 2.01

計 ― 1,535 57.91
 

(注)　上記のほか当社所有の自己株式120千株(4.53％)があります。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

－ －
普通株式 120,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,529,500 25,295 －

単元未満株式 普通株式 2,320 － －

発行済株式総数 2,652,020 － －

総株主の議決権 － 25,295 －
 

(注)　単元未満株式には、当社所有の自己株式19株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％)

(自己保有株式)
株式会社三ツ知

名古屋市守山区藪田町510番地 120,200 － 120,200 4.53

計 － 120,200 － 120,200 4.53
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年６月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,135,009 3,936,391

  受取手形及び売掛金 3,012,157 ※2  2,853,332

  たな卸資産 ※1  2,322,651 ※1  2,025,898

  その他 336,595 285,946

  貸倒引当金 △4,821 △4,109

  流動資産合計 8,801,591 9,097,459

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 728,660 795,095

   機械装置及び運搬具（純額） 1,221,254 1,324,548

   土地 2,150,081 2,133,034

   リース資産（純額） 56,170 140,580

   建設仮勘定 214,631 72,648

   その他（純額） 146,158 163,282

   有形固定資産合計 4,516,957 4,629,189

  無形固定資産   

   のれん 305,052 261,473

   その他 68,342 64,846

   無形固定資産合計 373,394 326,319

  投資その他の資産   

   投資有価証券 211,856 207,114

   その他 304,916 302,218

   貸倒引当金 △13,871 △13,871

   投資その他の資産合計 502,901 495,460

  固定資産合計 5,393,254 5,450,969

 資産合計 14,194,845 14,548,429
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年６月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,162,113 ※2  2,093,261

  短期借入金 351,500 398,538

  1年内償還予定の社債 42,000 112,000

  1年内返済予定の長期借入金 687,991 764,956

  リース債務 108,150 112,930

  未払法人税等 41,456 124,004

  賞与引当金 17,873 18,305

  役員賞与引当金 10,540 5,106

  その他 561,518 381,387

  流動負債合計 3,983,144 4,010,489

 固定負債   

  社債 132,000 541,000

  長期借入金 1,885,934 1,845,340

  リース債務 296,537 299,964

  役員退職慰労引当金 50,309 49,999

  退職給付に係る負債 22,495 22,652

  その他 132,809 116,996

  固定負債合計 2,520,086 2,875,953

 負債合計 6,503,230 6,886,443

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 405,900 405,900

  資本剰余金 604,430 604,430

  利益剰余金 6,257,611 6,436,909

  自己株式 △133,298 △133,461

  株主資本合計 7,134,643 7,313,778

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 38,962 32,883

  為替換算調整勘定 518,008 315,324

  その他の包括利益累計額合計 556,970 348,207

 純資産合計 7,691,614 7,661,986

負債純資産合計 14,194,845 14,548,429
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 6,958,245 6,973,484

売上原価 5,624,979 5,704,845

売上総利益 1,333,266 1,268,638

販売費及び一般管理費 ※1  900,216 ※1  896,827

営業利益 433,049 371,811

営業外収益   

 受取利息 907 2,054

 受取配当金 1,516 1,870

 為替差益 30,771 －

 固定資産売却益 15,159 46,590

 その他 57,331 38,449

 営業外収益合計 105,686 88,965

営業外費用   

 支払利息 32,388 28,667

 社債発行費 － 7,289

 為替差損 － 10,587

 その他 4,066 8,730

 営業外費用合計 36,454 55,274

経常利益 502,281 405,502

特別利益   

 保険解約返戻金 53,248 －

 会員権売却益 0 －

 特別利益合計 53,249 －

特別損失   

 投資有価証券売却損 11,280 －

 会員権売却損 900 －

 役員退職慰労金 222,528 －

 特別損失合計 234,708 －

税金等調整前四半期純利益 320,823 405,502

法人税、住民税及び事業税 62,474 137,703

法人税等調整額 6,808 △25,434

法人税等合計 69,283 112,269

四半期純利益 251,539 293,232

親会社株主に帰属する四半期純利益 251,539 293,232
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 251,539 293,232

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 25,813 △6,078

 為替換算調整勘定 158,125 △202,683

 その他の包括利益合計 183,939 △208,762

四半期包括利益 435,478 84,469

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 435,478 84,469

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
　至 平成27年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 320,823 405,502

 減価償却費 235,029 213,469

 のれん償却額 43,578 43,578

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △196 △221

 賞与引当金の増減額（△は減少） 633 431

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,404 △5,434

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,499 1,546

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △68,556 △309

 固定資産売却損益（△は益） △14,729 △43,147

 投資有価証券売却損益（△は益） 11,280 －

 受取利息及び受取配当金 △2,423 △3,925

 保険解約損益（△は益） △53,248 △2,025

 支払利息 32,388 28,667

 役員退職慰労金 222,528 －

 売上債権の増減額（△は増加） 105,815 120,980

 たな卸資産の増減額（△は増加） △41,971 232,394

 未収入金の増減額（△は増加） 16,681 37,740

 仕入債務の増減額（△は減少） △171,696 △90,192

 未払金の増減額（△は減少） △18,207 △114,791

 未払費用の増減額（△は減少） 8,335 17,362

 その他 △30,952 △15,998

 小計 588,204 825,626

 利息及び配当金の受取額 2,423 3,925

 利息の支払額 △32,120 △27,331

 役員退職慰労金の支払額 △222,528 －

 法人税等の支払額 △79,542 △68,198

 法人税等の還付額 127 28,937

 営業活動によるキャッシュ・フロー 256,564 762,960
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
　至 平成27年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △52,690 △36,000

 定期預金の払戻による収入 48,000 96,550

 有形固定資産の取得による支出 △152,555 △297,512

 有形固定資産の売却による収入 15,850 57,531

 投資有価証券の取得による支出 △2,946 △3,090

 投資有価証券の売却による収入 11,111 －

 保険積立金の払戻による収入 236,215 5,046

 その他 △24,991 △36,796

 投資活動によるキャッシュ・フロー 77,993 △214,271

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） 150,000 86,450

 長期借入れによる収入 900,000 400,000

 長期借入金の返済による支出 △377,475 △363,603

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △55,229 △56,757

 社債の発行による収入 － 492,710

 社債の償還による支出 △121,000 △21,000

 自己株式の取得による支出 － △163

 配当金の支払額 △75,731 △113,780

 財務活動によるキャッシュ・フロー 420,562 423,855

現金及び現金同等物に係る換算差額 57,333 △104,231

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 812,454 868,312

現金及び現金同等物の期首残高 3,082,818 2,942,421

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  3,895,273 ※１  3,810,734
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【注記事項】

（会計方針の変更)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資

本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしまし

た。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原

価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたしま

す。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び事

業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 
（有形固定資産の減価償却方法の変更）

当社及び国内連結子会社の有形固定資産の減価償却の方法につきましては、主として定率法を採用しておりました

が、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

この変更は、当期において、事業計画のもと、顧客及び顧客ニーズの多様化や加工の内製化等の国内生産体制の見直

しのため、国内において設備投資が増加することを契機に、有形固定資産の減価償却方法を検討したものであります。

その結果、今後の有形固定資産の使用は長期的かつ安定的な利用が見込まれ、国内においても定額法が有形固定資産の

使用実態により即しており、経営管理の精度を高め、当社グループの実態をより適切に反映すると判断したものであり

ます。

この結果、従来の方法に比べ、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそ

れぞれ40,947千円増加しております。

なお、セグメントに与える影響につきましては、セグメント情報等に記載しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１  たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
 

前連結会計年度
(平成27年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

 商品及び製品 996,433千円 814,965千円

 仕掛品 465,707千円 388,293千円

 原材料及び貯蔵品 860,510千円 822,639千円
 

 

※２  四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年６月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

  受取手形 －千円 13,274千円

  支払手形 －千円 245,658千円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
 至 平成26年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
 至 平成27年12月31日)

役員報酬 55,446千円 56,880千円

給与手当及び賞与 247,107千円 253,298千円

賞与引当金繰入額 5,080千円 3,327千円

退職給付費用 7,502千円 24,367千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,715千円 2,476千円

役員賞与引当金繰入額 5,106千円 5,106千円

運搬費 177,201千円 155,964千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
 
 
 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
 至 平成26年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
 至 平成27年12月31日)

現金及び預金 3,981,883千円 3,936,391千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △86,609千円 △125,656千円

現金及び現金同等物 3,895,273千円 3,810,734千円
 

 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月25日
定時株主総会

普通株式 75,884 30 平成26年６月30日 平成26年９月26日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年１月30日
取締役会

普通株式 37,942 15 平成26年12月31日 平成27年３月12日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年７月１日 至 平成27年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月29日
定時株主総会

普通株式 113,935 45 平成27年６月30日 平成27年９月30日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年１月29日
取締役会

普通株式 75,954 30 平成27年12月31日 平成28年３月10日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 日本 米国 タイ 中国 合計

売上高      

  外部顧客への売上高 5,237,516 435,645 1,134,191 150,893 6,958,245

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

459,974 － 51,212 6,862 518,049

計 5,697,490 435,645 1,185,403 157,755 7,476,294

セグメント利益又は損失(△) 213,950 33,686 107,098 △773 353,961
 

 

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益又は損失 金額

  報告セグメント計 353,961

  セグメント間取引消去 79,087

四半期連結損益計算書の営業利益 433,049
 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成27年７月１日 至 平成27年12月31日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 日本 米国 タイ 中国 合計

売上高      

  外部顧客への売上高 4,992,313 605,225 1,108,008 267,937 6,973,484

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

438,968 8,673 65,919 1,550 515,111

計 5,431,281 613,898 1,173,927 269,487 7,488,595

セグメント利益 106,452 52,397 105,184 32,157 296,193
 

 

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益又は損失 金額

  報告セグメント計 296,193

  セグメント間取引消去 75,618

四半期連結損益計算書の営業利益 371,811
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３　報告セグメントの変更等に関する事項

　（有形固定資産の償却方法の変更）

（会計方針の変更）に記載のとおり、日本セグメントであります当社及び国内連結子会社の有形固定資産の減価

償却方法につきましては、主として定率法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更し

ております。

この変更に伴い、従来の方法に比べ、日本セグメントにおける当第２四半期連結累計期間のセグメント利益は

40,947千円増加しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
 至 平成26年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年７月１日
 至 平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益 99.44円 115.82円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 251,539 293,232

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

251,539 293,232

普通株式の期中平均株式数(株) 2,529,489 2,531,853
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第２四半期連結累計期間は希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、当第２四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第54期（平成27年７月１日から平成28年６月30日まで）中間配当については、平成28年１月29日開催の取締役

会において、平成27年12月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行う事を決議

いたしました。

①　配当金の総額 75,954千円

②　１株当たりの金額 30円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年３月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月９日

株式会社三ツ知

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ  
 

 
指定有限責任社員  

公認会計士　　孫　　　　　延　　生　　印
業務執行社員  

 

 
指定有限責任社員  

公認会計士　　奥　　田　　真　　樹　　印
業務執行社員  

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三ツ知

の平成27年７月１日から平成28年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三ツ知及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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